
２．不法投棄等対策支援事業
１．離島対策支援事業 ・本支援事業を活用する可能性がある５自治体について実施予定を調査したところ、

　いずれも２０年度中の実施予定がないことから、出えん申請をしないこととしたい。
１）全体概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資料３　別紙１、２」参照 ・ただし、年度途中で緊急を要する案件が発生した場合には、離島対策等検討会および

・２０年度は前年度同様、実質上すべての事業ニーズがある１２０市町村*1で本事業が実施されることとなる。 　資金管理業務諮問委員会にて審議・承認を得たうえ、補正予算で対応することとしたい。

　保有台数構成比９９．９％。要請を必要としないのは１２市町（前年度と変更なし）*2 　
・発生予定台数については、１９年度に引続き精度向上に向け市町村と調整を行なった結果、 ３．特定再資源化預託金等からの出えんについて
　前年度より５千台、２４百万円（ともに前年度比約１０％）削減され、約３９千台、約１８８百万円 となる。 ・２０年度計画の出えん総額は２９２百万円となる。この金額は、１９年度末の繰越金累計

　２４８百万円を超えることから、業務運営費２ヶ月分確保の必要性を踏まえ、特定再資源化
２）発生予定台数精度向上対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資料３　別紙４」参照  預託金等から７０百万円の出えんを受けることとしたい。

・計画達成率（発生予定台数に対する申請台数の比率）は１８年度３４％から１９年度見込み５７％へと
　着実に増加しているものの、未だ乖離が存在していることから、昨年に引続き精度向上対策を自治体に
　展開した結果、８１市町村（構成比６８％）／１２０市町村が発生予定台数を見直し。

*5：札幌市（６．８百万円）と奄美市（１３．６百万円）の協力要請額合計

*6：今後、市町村受付・支払い業務確認検査、不法投棄対策支援事業等で運営費増加要因が見込まれるものの、

　　支出削減努力により１９年度と同程度の運営費を想定

*1：１９年１０月１日鹿児島県屋久町・上屋久町合併のため昨年度より１町減 *7：２１年度入金予定日（５月末）までの出えん業務運営費の２ヶ月分（４～５月　約１７百万円）を確保できる額

*2：要請を必要としない１２市町の詳細（前年度と変更なし） 

４．今後の予定
：自治体実施業務

*3および*4について、前年度は『上期実績×２　』で算出したが、今年度は精度を高めるため、下記計算式を使用して算出

　　*3：発生予定台数年度想定値 ≒ 上期実績（１５，３１５台）÷１８年度実績に占める上期実績構成比６０％
**

　　
**

上期実績構成比６０％＝１２，９３７台（18年度上期実績）　÷　２１，４１９台（18年度実績）

　　*4:申請金額年度想定値 ≒ 発生予定台数年度想定値（*3） ×５．２千円（上期平均単価）×０．８（出えん率）×1.05（予備費５％）

３）協力要請書審査結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資料３　別紙３」参照
・全要請書（１２０市町村）について審査を実施し、うち９市町村（対前年確認件数増も、内５市町村は
　単なるケアレスミス）に対し、要請書内容を適切なレベルまで引き上げるため調整を実施し、要請内容の
　妥当性を確認した。

平成２０年度 離島対策等支援事業資金出えん計画（案） 資料３

島内に車両無し（島内に道路無し） （８市町）

平生町、光市（山口県）、阿南市、牟岐町（徳島市）

志摩市（福岡県）、上天草市（熊本県）

串間市（宮崎県）、出水市（鹿児島県）

輸送費が安く、費用対効果が低い （２市） 福山市（広島県）、岩国市（山口県）

１９年度に続き２０年度も、使用済

自動車が発生しないと自治体が判断
（２町） 田布施町（山口県）、南郷町（宮崎県）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
要請市町村数 ７０ １１９ １２１ １２０

要確認市町村数 ４５ 　１８ 　５ ９
構成比 ６４．３％ １５．１％ ４．１％ ７．５%

日付 共通 離島対策支援事業

１９年　１１月 　２７日 第１２回離島対策等検討会

　　　　１２月   １１日 第２２回資金管理業務諮問委員会

　　　　　　　　中旬 協力資金出えん予定連絡書送付

２０年　３月　　中旬 第２３回資金管理業務諮問委員会

　　　　　　　　　下旬 第３２回理事会

（２０年度中）
協力資金出えん申請書提出

（四半期毎：８月・１１月・２月・３月）

　　　　６月　　中旬 第１３回離島対策等検討会

　　　　　　　　下旬 第２４回資金管理業務諮問委員会

[出えん金状況] [単位：百万円]

１８年度 １９年度 ２０年度

４１４ ０ ７０

出えん総額（B）
（１９、２０年度は想定値）

１９９ ２３４ ２９２

離島対策支援事業
総計

９４ １１０ １８８

不法投棄等対策支援事業
出えん総額

０ ２０ *5 ０

出えん業務運営費 １０５ １０４ １０４ *6

差額（A）－（Ｂ） ２１５ ▲２３４ ▲２２２

差額累計
（繰越金累計）

４８２ ２４８ ２６ *7

特定再資源化預託金等
からの出えん金額（A)

内
　
訳

（単位）

要請市町村数
（対象市町村数：１３２）

（市町村）

１１９ １２１ １２０ *1 ９９％

保有台数構成比
（％）

９９．７ ９９．９ ９９．９ １００％

発生予定台数（Ａ）
（台）

６３，５９３ ４３，８１０ ３８，７１７ ８８％

申請台数（Ｂ）
（１９年度は想定値)

（↑）

２１，４１９ ２５，０００ *3 － －

支援事業費総額
（千円）

３０９，３７７ ２１２，０１９ １８８，０７０ ８９％

台あたり輸送単価
（↑）

５．８ ５．８ ５．８ －

申請金額
（１９年度は想定値)

（↑）

９４，５２８ １１０，０００ *4 － －

計画達成率（Ｂ／Ａ）
（％）

３４ ５７ － －

１８年度 １９年度
対前年比
（２０年度／
１９年度）

２０年度


